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地震被害想定のための地形・地質の分類
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2.被害実態からの考察
3.サイスミック・マイクロゾーニングのための地盤分類
4.今後のデータベースに化に向けて 松田磐余事
要 約
地震被害想定のための地形・地質の分類について 2つの方法を述べた。 1つは，被害
実態に基づくものであり， もう 1つは地震工学的計算に基づくものである。被害実態に基
づくものについては，関東地震の木造家屋の全壊率から，関東地方全域の震度 (K)分布
を求めた。さらに，震源断層面からの距離と震度との関係を地形毎に求め，広域の震度分
布を予測する方法を示した。また，狭い範囲については，旧横浜市を例にとり，地形と沖
積層の厚さと層序から，木造家屋の全壊率を説明した。地震工学的計算に基づくものにつ
いては，東京都で行われている被害想定を例に採りながら，地質学的地盤型から地震工学
的地盤型を設定する手順を示し サイスミック・マイクロゾーニングのための地盤分類に
ついて述べた。最後に，今後は，応答結果をデータベース化することが必要であることを
示した。
1.はじめに
地震による被害想定には，地盤調査が欠かせな
いことは論をまたない。しかし，その調査法は建
築物や構造物を建設するという造る側からの論理
とは自ずから異なるはずである。造る側の論理で
は，建設地点という点の地盤，もしくは，路線の
ような線の地盤状況が解ればよい。また，地盤の
性質も，建設される施設の性質と対応させて，法
律の基準に基づいて評価される。
一方，被害想定の場合には，壊す側からの論理
が要求されるが，それは特定の施設，もしくは特
定の種類の施設に対するものではない。都市内に
存在する多種多様な施設に対して，共通に利用で
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きる結果を面的に提示することが，地盤調査に要
求される。そのためには，複雑な地盤を評価する
方法として，ある地震入力に対する応答計算結果
で示すことが一般に行われる。
また，地盤の性質の評価も，法律に定められた
基準に準拠するわけではなく，実際に発生した被
害に基づくことが多い。たとえば，新潟地震以降
とくに注目を集めている液状化しやすい地盤や，
1978年宮城県沖地震以降問題となってきた正陵地
内の宅地造成地の地盤などは，その典型である。
被害発生後に詳細な調査が行われ，新たな基準が
設けられる O
ここでは，被害想定をおこなう立場からの地盤
調査の考え方やその実例をいくつか示すことにす
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る。ただし，地形・地質的観点からの地盤調査法
を提言し，その結果の地震工学的評価の実例の提
示は，工学の専門家におまかせしたい。
2.被害実態からの考察
2. 1 広域を扱う場合
地震災害には表層の地盤の性質がかなりの影響
を持つ。また，表層の地盤の性質は，そこの地形
に良く反映されている。たとえば，扇状地は砂磯
質な旧中州と，砂磯からなるが最上部に細粒物質
をのせる旧網状流跡などからなる。三角州地帯は
砂や泥からなるし，自然提防は砂もしくはシルト
からなっている O さらに，第四紀末の海面変動も
考慮に入れて，平野の形成史をもとに地盤の成立
ちを考えれば，より詳細に表層地盤の状況を推定
できる。地盤状況を地形から判断して，被害を推
定する方法は，おなじ精度で地盤の情報を得るの
が難しい広域の概要を把握するのに適している。
図1は静岡県の天竜川と太田川低地での，東南
海地震 (1944年)の際の木造家屋の被害率を示し
たものである。地盤は，地形から判断し，被害率
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図1 東南海地震による木造家屋被害率と地形・地盤
の関係
地盤:1 :低地・泥質地盤， II:低地・磯砂泥
互層地盤，田:低地・砂質地盤，N:低地・
砂磯質地盤， V 台地・砂磯質地盤，百:
山地・丘陵地・新第三系より古い岩石から
なる地盤，
地名:M:三方原台地磐田原台地 o
小笠原丘陵
(松田， 1984による)
は宮村(1946)から求めた。この地域は東南海地
震の震央から1l0kmほど離れており，被害には地
盤の振動特性が明瞭に現われている。
砂磯質地盤からなる三方原台地や磐田原台地で
は，被害は非常に少ない。また，低地でも，砂礁
からなる天竜川の扇状地でも被害率は低い。一方，
泥質な地盤からなる太田川低地での被害率は著し
く高い。また，砂質地盤や，砂磯・砂.7尼が互層
をなす地域の被害率は，中間的な値を示す。
太田川低地の地盤が悪いことは，ボーリング調
査からもよく知られているが，その形成史を考え
れば，ボーリング調査をしなくても地盤の推定は
出来る。太田川は外洋に面しているため，海面高
度が現在より 100m以上も低下していたヴュルム
氷期の最盛期には，深い谷が形成されていたはず
である。その後，気候は温暖になり，それにつれ
て海面高度は上昇し，深い谷は溺れ谷となった。
しかし，太田川は第三紀層からなる丘陵地を源流
とする小河川であるため，土砂の供給量が少な
かったので，溺れ谷は埋て立てられず，そこには
細粒物質が厚く堆積した。また，海への出口を砂
州、|で塞がれたため，溺れ谷は湿地として長く残さ
れ，そこには泥炭なども形成された。
一方，天竜川の低地でも，ヴュルム氷期の最盛
期には深い谷が形成され，その後の海面の上昇に
ともなって入江が形成されたのは同じである。し
かし，天竜川は大河川であり，大量の砂磯が上流
より供給されていたので，入江は内陸深くまでは
入れなかったし，埋め立てられるのも早かった。
その結果，太田川のような軟弱地盤地域とはなら
なかった。このように，第四紀末の地形・地質の
形成史が，現在の地形に反映されており，それを
手がかりにすればより深部の地盤構造の推定が可
能になり，被害率の分布の解釈も可能になる。
このように，被害率の分布を，地形から地盤を
推定して定性的に解釈できるが，定量的に評価す
る方法も試みた。図2は，関東地震を例にした結
果である(望月ほか， 1980)。
この研究では，古典的ではあるが，物部
(1933 )による考え方を援用している。それによ
ると，木造家屋はある震度 (K)以上になると倒
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震源断層面からの距離
図2 地形別に求めた震源断層面から距離と震度との
関係
(望月利男ほか(1980)による)
壊すると仮定すると，その震度は木造家屋の側か
らみれば，耐震力となる。物部は，多数の木造家
屋をとれば，それらの耐震力は正規分布するとみ
なし，木造家屋の全壊率(P )と震度(K) との
関係を，
100 
=一戸 j1Ehな(hy)
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と表現した。ただし， y=K-Koで Kは震度，
Koは木造家屋の平均耐震力 hは木造家屋の耐
震力の一様性を示す数値である。いいかえれば，
ある地域に加えられた震度がKoのときには，木
造家屋の50%が倒壊する。なお，震度Kは，ある
地域に入力された加速度を重力加速度で、割った値
である。また，加速度は古くは転倒もしくは転倒
しない墓石などの高さと底面の幅から推定されて
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図3 震度 (K)と木造家屋全壊率 (p)との関係
(望月利男ほか(1980)による)
いることが多い。
上式では Koとhの値が一義的に求められれ
ば，木造家屋の全壊率を震度に置き換えることが
でき.現存する施設の被害率の算定に応用できる O
物部は関東地震における被害では Koは0.45-
0.50， hは7-10と推定している。
望月ほか(1980)は，関東地震の木造家屋の被
害調査と同時に行われた墓石を利用した加速度調
査を利用して， Koとhの関係を求め直したO 物
部の提案した式で，誤差の和を最小にするという
条件で Koとhを求めると，それぞれ0.49と
7.55となった。また，震度 (K)と木造家屋全壊
率(P )の関係を図示すれば，図3になる。この
結果を使用すれば，木造家屋の全壊率が震度に換
算でき，広い範囲の震度の資料が集められる。
一方，震度は震源からの距離と，地盤の関数に
なるはずである。震源からの距離は，震央距離を
採ると，震央からかなり離れている千葉県館山市
付近の被害などがうまく説明出来ない。そこで，
関東地震を引き起こした震源断層の断層面からの
距離を使用することにした。断層モデルには，金
森・安藤(1973)による測地モデルを使用した。
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地盤については，本節の目的である地形を使用
して，関東地方という広い範囲の地盤を推定して
いる。それは，関東地方全域の地盤が同じ精度で
求められないことも原因している。
地形は 7つに分類された。①山地は，おもに基
盤岩からなり，最上部に原位置で風化した物質や，
崩積土が分布する地盤からなる O
②丘陵地・台地斜面は，第四紀層や第三紀層か
らなるE陵地の斜面や，段丘崖である。最上部に
は関東ローム層をのせることが多い。
③台地は，第四紀に形成されたもので，海成段
丘と河成段正がある O しかし，木造家屋の全壊率
は両者では差がないので，一括した。
④扇状地・沖積錐は，沖積平野の最上流部ゃ山
麓に分布する砂礁からなる地形である。細粒物質
は旧網状流あとを除けば，表面に薄く分布するに
過ぎない。
⑤三角州低地は，沖積低地の中下流部に位置す
る自然堤防地帯や三角州地帯で，砂泥質な地盤か
らなる。陸成の軟弱地盤の他に，かつての入江に
形成された海成の軟弱地盤も分布することが多い。
なお，干拓地もこれに含めたO
⑥海岸平野の代表例は九十九里平野である O か
つての浅海が陸化したところで，沖積層はおもに
砂から構成されるし，波食台が埋積されていると
ころでは，沖積層は非常に薄い。海岸に近い沖積
低地であるが，地盤は良好である O
⑦谷底低地は台地や丘陵地を刻んで‘いる谷の谷
底である。沖積層の厚さは大きくはないが，上流
から粗粒な物質が供給されないため，シルトゃ粘
土からなるのが一般的で，泥炭や有機質土が形成
されている場合も多い。
このように地盤を地形に基づいて分類し，各々
の地形毎に，震源断層面からの距離と木造家屋全
壊率の関係を最小自乗法で求めた。木造家屋全壊
率は市町村単位(旧東京市は区単位)での資料を
使用した。その結果が図2である。
結果の細部については，正陵地・台地斜面が他
の線と交差しており，疑問が残るが，他の地形に
ついてはおおむね良好な結果が得られている。軟
弱地盤の厚い三角州低地や堆積物の質の悪い谷底
低地では相対的に震度が大きくなっており，砂磯
からなる扇状地・沖積錐では小さく，山地がもっ
とも小さい。関東ローム層をのせる台地や沖積砂
層の分布する海岸平野は，これらの中間的な値を
示している。
この図を利用すれば，関東地震クラスの地震時
のおおよその震度分布が，地形分類図の上に，簡
単に描ける。
2. 2 狭い地域を扱う場合
既往の被害実態から将来の被害予測に役立つ情
報を得ょうとする試みでも，広域を対象にする場
合と，狭い範囲を対象にする場合とでは，被害実
態の扱いが異なる。
松田ほか(1978)は関東地震による旧横浜市で
の木造家屋の全壊率を解析している O そこでは，
まず，地形ならびに沖積層に埋没されている波食
台を考慮して，地形単位毎の全壊率を求めた(表
1)。埋没波食台を考慮したのは，その地域は沖
積層が薄いからである。
台地の5.2%から，干拓地・埋立地の84.7%ま
で，地盤条件が悪くなるにしたがい，全壊率が次
第に大きくなっているのが読み取れる。台地はそ
のほとんどが下末吉面で 地盤条件は旧市内では
ほぼ一様である。他の地形は沖積低地の地形で，
沖積層が厚くなるにしたがい，全壊率が高くなっ
表1 関東地震による旧横浜市内の木造家屋の地形別
全壊率
地 % 総戸数 全壊戸数 全壊率(%)
J口a、 地 4.425 231 5.2 
小規模な谷底低地* 6.503 2，023 31.1 
大規模な谷底低地お
9，221 3，773 40.9 よぴ海岸低地..
干拓地・埋立地*叫 24.086 20，411 84.7 
埋没波食台上の地域 23，739 5，606 23.6 
*台地内に谷頭を持ち，谷幅200m以下のもの。
本*谷幅200m以上の谷底低地。干拓地と埋立地は除
く。
*本*埋没波食台上に位置する部分を除く。
松田ほか(1978)による。
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沖積層の岩相とその構成も問題となるため，木
造家屋全壊率が得られている各町丁目毎に，周波
数応答計算を行った。その結果，最大応答倍率よ
りも，最大応答倍率を示す周期の方が，全壊率と
密接に関係することが示された。
木造家屋の全壊率は，前項で述べたように，震
度と結び付けられるので，沖積層の厚さは，震度
に読み変えることが出来，震度分布図が作成でき
る。さらに，周波数応答計算の結果も加えれば，
より詳細な資料となりえよう。
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サイスミック・マイク口ゾーニング
のための地盤分類
3. 1 サイスミック・マイク口ゾーニング
全節で述べたことは，被害想定の第一次近似を
得るには有効である。しかし，地震被害の現象を
ごく単純に扱っているため，応用限界は狭い。行
政機関が諸々の政策を実行して行くのに，地震被
害の想定について，どの程度の精度を必要とする
のか，疑問がないわけではないが，前節で得られ
た結果は，住民の啓蒙には役立つ。地形から地盤
を推定し，住家が被害を受けやすい地域か否かを
判断する根拠には充分耐えうるものである。
多種多様な施設が建設されている都市において，
その内部において予想される被害の地域差を考察
するためには，地形や沖積層の厚さで地域区分す
るのは単純過ぎる。このような問題を考えるには，
サイスミック・マイクロゾーニングの考え方に準
拠するのが良いであろう。
サイスミック・マイクロゾーニングは，言葉は
新しいが，最近出てきた考え方ではない。日本で
は1891年の濃尾地震を契機として発足した震災予
防調査会の事業概略にその考えを読み取ることが
出来る。たとえば，
①「古来ノ大震ニ係ル調査即地震史ヲ編纂スル
コト」からは，サイスミシティに関する項目が，
②「地震動ノ性質ヲ研究スルコトj，③「地震動
伝幡速度ヲ研究スルコトj，④「地上及地中ノ振
動ヲ比較研究スルコトj，⑤「各種ノ地盤上ニ於
テ地震動ノ多少ヲ比較測定スルコトj，は地盤と
振動特性の研究の必要性を説くものであるし，さ
3. 50 (m) 
基底磯層を除いた沖積層厚 (X)と木造家屋全
壊率との関係
(松田磐余ほか(1978)による)
P=2.7X-17.2 
R=0.76 、
• -，.-:.10 20 30 40 
基底隠居を除いた沖積層厚 (X)
図4
ているように見える。そこで，沖積層の厚さと全
壊率の関係を求めた。その際に，沖積層の基底磯
層は，軟弱地盤ではないので除外した。結果を図
4に示した。
図4では相関係数は0.76を示し，かなり相聞が
高いが，木造家屋全壊率にはかなりのばらつきが
見られる。これは，沖積層を一括して扱っている
ことに原因があると考えられた。そこで，沖積層
を岩相と N値から 7層に細分した。それらは，最
上部層，腐植土層，粘性土層 (N壬5)，粘性土
層(N > 6 )，砂層 (N孟10)，砂層 (N>11)， 
砂磯層である。これらを説明変数として全壊率と
の関係を重回帰分析した。その結果，沖積層の厚
さだけでみるよりはより対応がよくなり，重相関
係数は0.87が得られた。
旧横浜市の沖積低地は谷底低地と海岸低地から
なる。これらの低地には，東京低地のような上部
洪積層の発達が悪く，基盤となる鮮新統の泥岩も
しくは砂岩を沖積層が直接覆っている。すなわち，
硬く厚い堆積物の上部に，軟らかい沖積層が直接
重なっている。このように地盤構成が単純な地域
では，地盤の卓越周期は沖積層の厚さに支配され，
沖積層が厚くなるほど卓越周期も長くなる O 古い
木造家屋は固有周期が長いので，沖積層が厚い地
盤ほど共振しやすかったと解釈できる。
18 総合都市研究第38号 1989
わに，震害を受けそうな建築物もあらかじめ調査
すべきであることも，提言されている。
1972年にアメリカで第 1回国際マイクロゾー
ネーション会議が聞かれ，それに出席した研究者
によって，サイスミック・マイクロゾーニングと
いう術語が日本国内でも使われだした。この会議
を主宰した Gaus，M.and Sherif，M. (1972)は，地
震による影響についてのゾーニングが世界各地で
行われているが，図化する際の縮尺がまちまちで
あることを指摘している。そのため，なぜゾーニ
ングが必要であるのか，どのようにしたらゾーニ
ングがうまく出来るのか，その結果の利用者とし
て誰を意図しているのか，を検討する必要がある
と述べている。また，各国で行われているゾーニ
ングは縮尺が小さいので，実際の地震被害と一致
しないことを指摘した。彼らは，より詳細で，よ
り安全な土地利用計画や，施設の建設に利用でき
るようなゾーニングが必要であり，それがマイク
ロ・ゾーニングであると考えている。そして，こ
のようなゾーニングは，地震被害ポテンシャル
(Earthquake Damage Potential)に基づくもので
あると提案している。
彼らは地震被害ポテンシャルは，
E. D. P = F 1 St， Ss， Ht， G， srl 
St :表層の地盤条件(液状化現象，地盤の強
度の低下，地盤の圧縮)， S s サイスミシ
ティ(地震の規模と発生頻度)， H t :地下
水位 G 地盤(地質)条件(構造盆地の形
態，基盤岩の性質，基盤岩上の堆積物の固結
度など，地震動の増幅特性と関係)
とし，各要素についての検討が必要であると提言
した。その後，回を重ねられた国際マイクロゾー
ネーション会議や世界地震工学会議で，検討が重
ねられ，サイスミック・マイクロゾーニング・
マップの作成方法に改良が加えられてきている。
3. 2 地盤分類の考え方
サイスミック・マイクロゾーニング・マップを
作成する基本になるのは，地盤分類，とくに地震
工学的に評価するための地盤の分類である。それ
が地震工学的に評価されて，地震工学的地盤型図
図5 地震工学的地盤図の作成手順
が作成される。その作成手順を図5に示した。
まず，地域全体に共通な地震基盤が想定される。
一般には Vsが500m以上になる第三紀層が地
震基盤にされることが多いが，より古い地層を第
四紀層が直接覆う時には，それが地震基盤になる O
その場合には，①第三紀層とより古い地層間で，
基盤への入力加速度を補正する。また，②第三紀
層を地震基盤とする地域でも，第三紀層の下位に
より古い地層が存在するわけであるので，その地
域でもより古い地層を地震基盤にして，第三紀層
はより上位の地層として扱う，ことが行われる。
しかし，一般には，深部の構造が明らかでないの
で，①の方法が採られる。
地震基盤より上位にある地層が地盤を構成して
いると見なされ，単位地盤に区分される。地震時
の被害想定に使用するわけであるから，地震動に
関連する物性，たとえば Vs，ρN値，剛性
率，減衰定数などに基づいて分類するのが望まし
い。しかし，これらの値の測定例は限られている
ので，これらの値が同じである地層を単位地盤に
することは，広域を扱う場合には一般には不可能
である。
堆積物が固結し岩石となっていく過程，いわゆ
る続成作用の過程で，これらの値は変化していく。
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したがって，堆積物の岩相と硬さで分類していけ
ば，物性値が似ている地層に分類できる。また，
硬さは堆積年代に大きく依存するので，一般には，
堆積年代と岩相から単位地盤が求められる。しか
し，堆積年代が古いものは，堆積年代を細分して
その構成を調べることには限界があるので，かな
り長い期間に形成された地層が一括される O もっ
とも，どの様な岩相でも Vsが500mを越えてい
れば，細分する必要はない。
一方，沖積層や洪積層上部層は堆積年代が新し
いので，露頭の観察や，ボーリング資料を使用し
て，より短い時間単位で形成時期を細分すること
が出来るし，また，物性値のばらつきが大きいの
で，細分する必要性も高い。したがって，時代の
新しいものから順に，単位地盤が形成された時間
間隔は短くとられるのが普通である。
東京都で行われた被害想定では(三菱総合研究
所， 1988)では，基盤は統一せず，地質年代で基
盤への入力を補正するという方法がとられ，中部
洪積層である江戸川層以前に形成された地層を地
震基盤としている O その上部の地盤構成層は，洪
積層は，岩相と N値により，ローム層を 2種類，
粘性土層・砂質土層・磯質土層をそれぞれ3種類
の計11種類に分類している。沖積層も同様に，盛
土，腐植土 2種類の粘性土 3種類の砂質土，
磯質土，崩積土の 9種類に分類している。ただし，
7号地層は洪積層に含めて，下末吉層などと一括
されていたり，一部は有楽町層に含めるなど，物
性値からみた分類も加えており，地質年代だけか
らの分類とはなっていない。地層の形成年代を基
準にはするが，同じ年代の地層が示す物性値に大
きな差がある時には，物性も考慮、に入れながら単
位地盤を設定していくべきであることは言うまで
もない。図 5では，地質の細分と物性値の解析聞
で，矢印が両方の向きになっているのは，これを
意味し，これらの作業を通じて単位地盤が設定さ
れる。
単位地盤が設定されると，それらの組合せと，
単位地盤の厚さから，地質学的地盤型が設定され
る。ついで，その分布と地震工学的評価がおこな
われる。
地質学的地盤の分布の把握には，調査地域の地
形をおおまかに分類しておくと，便利である。分
類基準は，山地，丘陵地，火山地，台地，低地に
まず大区分し，さらに，低地は扉状地地帯，自然
堤防地帯，三角州地帯，海岸平野，谷底低地，干
拓地，埋立地程度に区分すれば良いであろう O 低
地以外の大区分された地形単位では，表層部の地
層はほぼ同一であるし，山地や丘陵地では，地層
の区分もおおまかになるので，あまり細分してお
く必要はない。しかし，低地では，表層の堆積物
が変化に富むので，地質学的地盤型が低地内の小
地形と対応するため，分類しておくと，地質学的
地盤の分布が把握しやすい。また，ここに示した
程度の地形分類は，空中写真を見れば，簡単に作
成できる。
地質学的地盤の地震工学的評価は，それぞれの
地質学的地盤型に対しておこなわれる。地震基盤
に入力される地震動は，それぞれの地域での被害
想定に適したものが選定され，地震応答計算が行
われる。場合によっては，周波数応答計算を行う
こともある。これらの計算を行うときには，単位
地盤毎に定められている物性値が利用される。計
算結果に基づいて，周波数特性や増幅特性が似て
いる地質学的地盤型がまとめられて，適当な数の
地震工学的地盤型が設定される。東京都の調査で
は， 123の地質学的地盤型が， 40の地震工学的地
盤型に集約されている。
ただし，応答計算結果から地質学的地盤型を集
約する過程は，かなり難しい。東京都の調査では，
周波数特性については，表層地盤の伝達関数の 1
次ピークの周波数が類似しているもの，増幅特性
については，地震基盤への入力が75-125galの
聞の増幅率が類似しているものをまとめている。
地質学的地盤を地震工学的地盤にまとめる時に，
地形地域区分との対応を考えておくと，地盤型図
として作図する場合や，地盤型の分布を見るとき
に，分布が直感的に分かりやすいので便利である。
したがって，地質学的地盤の分布を把握したとき
に利用した地形区分が異なる地質学的地盤型を，
同ーの地震工学的地盤に分類するのは避けたほう
が良い。
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4.今後のデータベース化に向けて
前節で述べたような地盤をいくつかのタイプに
分類して扱う方法も問題がないわけではない。そ
れは，地点毎に異なる地盤をかなり強引に，地質
学的観点から分類しなければならない点である。
単位地盤の決め方いかんで，応答計算の結果が異
なるのは勿論であるほかに，単位地盤の厚さやN
値の違い，ならびに層序の違いによっても異なる。
また，同ーの地盤に分類されてしまう地盤のタイ
プでも，実際には変化が非常に多い。同ーの地盤
型に分類されているものでも，実際に応答計算を
してみれば，別の地盤型に分類されているものに
1tJ，たものも出てこよう。
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図6は，荒川低地の地質断面の例である。武蔵
野線建設の際に行われたボーリング資料を利用し
て作図されている。前節で述べた方法では，沖積
層の単位地盤は，たとえば， UA (最上部層で，
砂質，粘土質，有機質に細分される)， U S (上
部砂層)， U C (上部泥層)， M S (中間砂層)， 
L C (下部泥層)， L S (下部砂層)， B G (基底
磯層)の 9層に分類される。洪積層は，関東ロー
ム層，粘土・シルト層，砂層，砂磯層で，砂磯層
以外は N値で2種類程度に細分される。
極く表層部の地盤と，その下位の地盤の構成を
考慮すれば，この地質断面に現われている地盤型
は，①ボーリング番号1付近，②ボーリング番号
2 -4，③ボーリング番号 6-11，④ボーリング
? ?
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???????』???』???????「 。??? ????，????? ??
。
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図6 荒川低地地質断面
表土 2 腐植土， 3 関東ローム 4 粘土・シルト 5 砂，
6 :砂傑 7 貝化石 8 植物化石 9 軽石， 10:沖積層基底， 1
:沖積層上層部と下部層の境界，
UA:最上部層， U S上部砂層， U C :上部泥層， MS 中間砂層，
LC:下部泥層， L S下部砂層， B G :基底磯層
(Matsuda (1974)による)
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番号12付近，⑤ボーリング番号14-20，⑥ボーリ
ング番号22-25，⑦ボーリング番号26-27，⑧
ボーリング番号28付近，⑨ボーリング番号29-30，
⑩ボーリング番号31付近，の10種類程度に分類さ
れることになろう。
しかし，ボーリング地点毎に堆積物の層序は異
なっているし N値も異なっている。たとえば，
⑤のボーリング番号14，16， 18， 20は，似てはい
るけれども，砂の入り方がかなり異なるし，沖積
層より下位の地層の層序も異なる。ボーリング資
料が増えれば増えるほど，変化は複雑になる。
さらに，沖積層の厚さは，この断面では最大
40m程度であるが，東京低地では70m以上にもな
る。単位地盤の厚さが大きくなると同時に，それ
だけ，層序も複雑になる。東京都の調査では，東
京低地だけで， 53種類の地質学的地盤が設定され
ているが，細分していけばきりがない。
その上，ボーリング資料によっては，同じ堆積
物でも，一方はシルト質砂，他方は砂とシルトの
互層と表現されることがしばしば見られる o 3 m 
の層厚のシルト質砂と 1mの層厚の2枚の砂に
1mのシルトが挟まれるのとでは，応答計算の結
果は，非常にことなる(たとえば，望月利男，
1975)。このように，ボーリング地点毎に異なる
と言っても良い地盤構成を，何種類かの地盤型に
モデル化するところに無理がある。それも，モデ
ル化の過程では，技術者の経験から，名人芸で分
類とそれに対応する柱状図が作成される。
最近，被害想定では諸々の条件が取り入れられ，
想定方法は次第に詳細になってきた。また，東京
都では地域危険度調査がメッシュ単位，被害想定
が市区町村単位で行われてきたが，地域危険度調
査は被害想定に近付いているし，被害想定はメッ
シュで諸条件が扱われ始めた。要するに，両者と
もメッシュ単位の被害想定に変わりつつある。し
たがって，地盤もメッシュ毎に扱われ，各メッ
シュ毎に，地震工学的地盤型が想定されている。
しかし，かなりメッシュでは，似て非なる地盤型
が設定されている恐れがある。
地盤はそう変化するものでは無いのであるから，
メッシュ毎にボーリング柱状図を設定しておいた
らどうであろうか。この場合にも地質学的に単位
地盤を決める必要があるが，その単位はかなり粗
くしておく。たとえば，沖積層ならば，上部層と
下部層ぐらいの分類である。次に，各分類単位内
で，岩相毎に物性値を N値と深さで関数化して
おく。そうすれば，メッシュ内にボーリングデー
タがあれば，応答計算は可能である。
田治米ほか(1977)は物性値を，このような方
法で関数化しておき， 23区内に 1kmメッシュをか
けて，その全部について，周波数応答計算を行っ
た。その結果をみると，山の手台地内でもいろい
ろと変化していることが明らかであった。その理
由は，メッシュ毎にボーリング柱状図が異なって
いるし，技術者の差による記載の差異も効いてい
るようであった。
メッシュ毎に応答計算を行うことが，被害想定
で取り入れられていないのは，被害想定法が詳細
になるにつれ，メッシュが細分され， 500mもし
くは250mになり，計算量が膨大になるためであ
る。しかし，このような計算は一度しておけばよ
いのであるし，最初は 1kmメッシュで計算して，
それを 4つの500mメッシュに適用したり，ボー
リングデータの無いメッシュは， とりあえず周辺
のメッシュのデータから推定し，資料が手に入り
次第改訂を加えていくことなどを実施し，資料を
追加していけばよいのではなかろうか。
現在，国の機関でもボーリングデータのデータ
ベース化が進んでいるし，東京都土木技術研究所
でも同様なことが行われている。これらを利用し
て，応答計算結果のデータベース化を図ることを
提案したい。東京都では，被害想定や地域危険度
調査が行われる度に，地盤条件が変化しているの
は，一番基本となるところであるだけに問題が多
い。お金と時間で解決できる問題であるだけに，
検討の余地がある。
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Two methods of classificalion of landforms and deposits for the purpose of earthquake damage estimation are 
outlined. Method 1 isbased on actual damage conditions， and method 2 relies on results of technical earthquake cal. 
culation 
Method 1 enables us to predict distribution of intensity (K) over a large area. In the example of a Kanto earth. 
quake，自rstdistribution of intens町 (K)for the entire Kanto region is established from the percentage of totally des. 
troyed wooden houses. Then， the relationship between the ir山 ns町 (K)and the distance between the earthquake 
generated fault and the fault plane for each landform is determined. For smaller areas， e.g. Yokohama Old Town， the 
percentage of totally destroyed wooden houses can be explained from the landform and the depth and atratigraphy of 
recent deposits 
Damage estimation in the Tokyo Metropolitan Area is an example of Method 2. The procedure for determining 
seismo.technological ground types from geological ground is explafned and ground classification for seismic micro zon宇
ing is outlined. Finally， 1 point out the need for storing response analysis results in data base form. 
